
６  関連公益法人等に関する情報開示

財団法人　日本特許情報機構

（１）業務の概要
　 産業財産権に関する情報（以下「特許情報」という。）の充実及び利用の促進を図ることにより、産
業技術に関する知識及び思想の総合的な普及啓発並びに企業等における技術開発の促進に貢献
し、もって我が国の産業及び経済の発展に寄与するため、以下の業務を行う。
   ①特許情報の収集、加工、提供及び普及啓発
   ②特許情報の処理に関する調査、研究及び開発並びにこれらの成果の提供普及

（２）情報・研修館との関係
　 外注業務等により、独立行政法人会計基準第１２５の「関連公益法人等の範囲」のうち、事業収入
に占める独立行政法人との取引に係る額が三分の一以上である公益法人等

（３）役員氏名

氏　　名 役　　職　　名 備　　　　考

林　　 昭彦 理事長

守屋　敏道 専務理事

玉置　研一 常務理事

尾谷　康二 理事

注）常勤の役員のみを記載しています。

（４）取引の関連図

・特許情報活用支援アド
  バイザーの派遣 ・開放意思のある特許等のライセンス情

・報をデータベース化して一般の利用に
・供する。

（業務委託）

（業務外注）
発注

・欧州、米国等の和文抄録作成
・国内公報の英文抄録の作成
・整理標準化データの作成
・三極交換データの作成

納品

　　特許電子図書館サービスの提供
・国際約束等に基づき国内公報の
・英文抄録等の送付

　　・公報等データ電子化及び蓄積

　　・システムの維持、運営

（５）財務情報

①貸借対照表関連 （単位：円）

独立行政法人
工業所有権情報・研修館

財団法人
日本特許情報機構

海外の知的財産権関係
機関 国内外の特許電子図書館利用者

（インターネット利用）

都道府県
知的所有権センター

企業等及び一般の人
（インターネット利用）



資産の額 7,333,975,130

負債の額 2,279,813,768

正味財産の額 5,054,161,362

注）各計数は、消費税を税抜方式により処理したものです。

②正味財産増減計算書関連 （単位：円）

一般正味財産増減の部

収　　益

受取補助金等 0

その他の収益 7,595,127,153

計（Ａ） 7,595,127,153

費　　用

事業費 6,872,867,598

管理費 651,137,390

その他の費用 332,636,871

計（Ｂ） 7,856,641,859

当期増減額（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ） -261,514,706

一般正味財産期首残高（Ｄ） 5,315,676,068

一般正味財産期末残高（Ｅ）＝（Ｃ）＋（Ｄ） 5,054,161,362

指定正味財産増減の部

収　　益

受取補助金等 0

その他の収益 0

計（Ｆ） 0

費　用　等（Ｇ） 0

当期増減額（Ｈ）＝（Ｆ）－（Ｇ） 0

指定正味財産期首残高（Ｉ） 0

指定正味財産期末残高（Ｊ）＝（Ｈ）＋（Ｉ） 0

正味財産期末残高（Ｋ）＝（Ｅ）＋（Ｊ） 5,054,161,362

注）各計数は、消費税を税抜方式により処理したものです。

③収支計算書関連 （単位：円）

当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

8,672,838,961 8,811,476,864 △ 138,637,903

注）各計数は、消費税を税抜方式により処理したものです。

（６）基本財産の状況
   法人の基本財産に対する出えん、拠出、寄付等及び法人の運営費、事業費等に充てるために平成
２０事業年度において負担した会費、負担金等はございません。

（７）取引の状況

①法人に対する債権債務の明細 （単位：円）

債権種別 金　　　　額 債務種別 金　　　　額

未収金 0 未払金 1,266,926,595

②法人に対する債務保証の明細

　 該当なし

③法人の事業収入の金額とこれらのうち情報・研修館の発注等に係る金額及び割合

（単位：円）



法人の事業
収入の金額

うち情報・研修館の
発注に係る金額

割    合

7,906,367,226 6,789,108,506 85.87%
注）法人の事業収入の金額は、法人の収支計算書が税抜方式で作成されているため、事業収入額
(7,529,873,549円)に1.05を乗じた額を計上しています。
［内訳］

区分 金額（円） 割合（％） 備考

競争契約 2,765,250,699 40.73%

企画競争・公募 1,807,346,565 26.63%
競争性のない随意
契約 2,215,247,718 32.64%

計 6,787,844,982 100.00%

注）予定価格が国の基準（予算決算及び会計令第９９条に定める基準）を超えないものは除いており
ます。

（８）所有株式数、取得価額、ＢＳ計上額
　 該当なし

（９）役員のうち情報・研修館からの再就職の状況
　 該当なし

（１０）役員に就いている退職公務員の状況
　２名
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